
（平成２３年６月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 15 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 12 件

年金記録確認新潟地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



新潟国民年金 事案 1302 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年４月から 48年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から 48年３月まで 

「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間は

未納となっていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申

立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を受け取った。 

       近所で親しくしていた方が、将来のことを考えて年金に入らなければなら

ないと教えてくれたので、夫と一緒に未納期間分の金額を用意して、Ａ区役

所Ｂ支所において国民年金の加入手続を行い、二人分の保険料を納付した。 

       夫には未納期間が無いのに、保険料を一緒に納付した私に未納期間がある

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、夫婦連番であり、国民年金受付処理簿及

びオンライン記録により、第２回特例納付実施期間中の昭和 50 年４月頃に払

い出されたことが推認できることから、申立人は、申立期間直後の 48 年４月

から 50 年３月までの国民年金保険料を遡って納付したと考えられ、同年４月

から第３号被保険者となった平成元年５月までの保険料を全て納付している

ことから、納付意識が高かったと認められる。 

また、申立人と保険料を一緒に納付したとする申立人の夫は、申立期間直後

の昭和 48年４月から 50年３月までの保険料を申立人と同様に遡って納付して

おり、Ｃ県（当時）作成の年度別納付状況リストにより、申立期間を含む 41

年 11月から 48年３月までの期間の保険料を第２回特例納付により納付したこ

とが確認できる。 

さらに、申立人の申立期間直前の昭和 46年２月から 47年３月までの保険料

は夫と同様に特例納付されていることから、未納期間が残らないように申立人



及び夫の保険料を一緒に納付したとする申立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1437 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ団体における船員保険の資格取得日は昭和 20 年７月１日、資格

喪失日は 21年 10月１日であると認められることから、申立期間に係る船員保

険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、１万 2,000円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 19年 11月１日から 21年 10月１日まで 

    以前から、申立期間が船員保険被保険者期間となっていないことに疑問を

持っていたところ、Ｂ養成所のＯＢ会で、Ｃ社関係以外の友人に申立期間の

船員保険の記録があることが分かった。 

    私は、昭和 19年７月 31日にＢ養成所Ｄ課を卒業したと同時に、Ｅ社（そ

の後、Ｃ社に商号変更）に入社し、同年８月１日にＦ団に入隊した。その後、

19年 11月にＡ団体の予備船員となり、20年７月から同年８月５日までの期

間はＡ団体管理下のＧ丸、同年８月下旬から同年９月 20 日頃までの期間は

Ｈ丸、21年１月から同年 10月に徴用解除されるまでの期間はＡ団体管理下

のＩ丸に勤務していた。 

    このため、申立期間を船員保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 20 年７月１日から 21 年 10 月１日までの期間につ

いて、Ｃ社・Ａ団体に係る船員保険被保険者名簿には、資格取得日及び資格

喪失日の記載は無いものの、申立人の氏名が記載されており、その備考欄に

は「21.4.1」と記載されていることが確認できる上、申立人に係る船員保険

被保険者台帳においても、変更年月日欄には「21.4.1」と記載されているこ

とから、申立人は、21年４月１日以前から船員保険に加入していたことが推

認できる。 

    また、オンライン記録から、上記被保険者名簿において資格取得日及び資



格喪失日の記載は無いものの、氏名が記載されており、その備考欄に

「21.4.1」と記載されている 67人（申立人を除く。）のうちの 19 人は、昭

和 21 年４月１日当時、船員保険に加入していたことが確認できる上、この

うちの照会することができた１人は、「昭和 19年 11月から 21年６月まで、

Ｃ社に勤務し、19 年 11 月から 21 年４月までの期間については、Ａ団体の

管理下で勤務していた。」と回答している。 

    さらに、申立人は、「昭和 20年７月にＡ団体が管理するＧ丸に乗船したが、

同船は、Ｊ国のＫ地方で機雷によって爆発し、沈没してしまった。」として

いるところ、戦没船を記録する会がまとめた「太平洋戦争時の喪失船舶明細

表（汽船主体）」には、Ｇ丸が昭和 20年７月 22日にＪ国Ｋ地方港内で触雷

が原因で戦没したことが記載されている。 

    加えて、申立人は、「昭和 21年１月から同年 10月まで、Ａ団体が管理す

るＩ丸に乗船した。」としており、自身より先に乗船していた同僚一人の氏

名を記憶しているところ、オンライン記録から、当該同僚は、昭和 20年 12

月 21日から 21年９月４日までの期間、いずれかの事業所において、船員保

険に加入していたことが確認できることから、申立人の申立内容に不自然な

点は無く、信憑
ぴょう

性が高いと認められる。     

これらのことから、申立期間のうち、昭和 20 年７月１日から 21 年 10 月

１日までの期間について、申立人がＡ団体管理下の船舶に乗船していたこと

が認められる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人のＡ団体における船員保険の資格取

得日は昭和 20年７月１日、資格喪失日は 21年 10月１日であると認められ

る。 

    また、昭和 20年７月から 21年９月までの標準報酬月額については、国民

年金法等の一部を改正する法律（昭和 60年法律第 34号）附則第 53条の規

定に準じ、１万 2,000円とすることが妥当である。 

 

  ２ 申立期間のうち、昭和 19年 11月１日から 20年７月１日までの期間につ

いて、申立人は、Ａ団体の予備船員であったと主張しているところ、予備船

員に船員保険制度が適用されるようになったのは 20 年４月１日からである

上、申立人の主張以外に、申立人が同日以降、Ａ団体の予備船員であったこ

とを確認できる資料及び証言は得られない。 

    また、申立人は当該期間において事業主により給与から船員保険料を控除

されていた具体的な記憶が無く、当該期間に係る船員保険料が控除されてい

たことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

    このほか、申立人の当該期間における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人が船員保険被保険者として昭和 19年 11月１日から 20年７月１日ま

での期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1438 

 

第１ 委員会の結論 

    申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 27年４月１日から 29年６月１日まで 

             ② 昭和 30年５月 10日から 37年２月１日まで 

             ③ 昭和 37年４月１日から 40年７月 16日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

脱退手当金支給済期間であることが分かった。 

    脱退手当金の制度も知らず、受給した記憶は無いので、調査の上、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、再交付された厚生年金保険被保険者証を所持しているところ、当

該被保険者証には、脱退手当金が支給されたことを示す「脱」の表示は確認で

きない上、支給されたとする金額は、法定支給額と 3,069円相違している。 

   また、申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格

喪失日から約１年３か月後の昭和 41年 10 月 14日に支給されたこととなって

いるほか、請求期間の最終事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険

者名簿に記載されている被保険者のうち、脱退手当金の受給資格者は９人であ

るが、このうち、脱退手当金の受給者は申立人のみであることから、事業主に

よる代理請求が行われたとは考え難い。 

   さらに、申立人が所持する実父からの手紙によると、申立人は、脱退手当金

が支給されたとする時期に病気療養のために入院していたと考えられ、申立人

が脱退手当金を受給したとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立期間

に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



新潟厚生年金 事案 1439 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の算定の基礎となる標準賞与とならない記録とされて

いるが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期

間の標準賞与額に係る記録を 21万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成 20年 12月 11日 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、平成 20 年

12月分賞与（同年 12月 11日支給）に係る記録が無いことが分かった。 

    所持する給与支給明細書（平成 20年 12月分賞与）の写しにおいて、間違

いなく賞与から厚生年金保険料が控除されていたことが確認できるので、標

準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する給与支給明細書（平成 20年 12月分賞与）及びＡ社が保管

する平成 20年分賃金台帳から、申立人は、その主張する標準賞与額 21万円に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められる。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期

間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険

事務所(当時)は、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



新潟国民年金 事案 1303 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51年８月から 54年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 51年８月から 54年３月まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間は

未納となっていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申

立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を受け取った。 

私は、昭和 51年３月にそれまで勤めていた会社を退職し、父が経営する

工務店で大工の修行を始めた。年金手帳の「初めて被保険者となった日」

は「昭和 51年８月１日」とされていることから、父が国民年金の加入手続

を行い、保険料も納付してくれたと思う。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納付に関

与しておらず、保険料を納付したとする父親から聴取することが困難なため、

当時の納付状況等を確認することができない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金受付処理簿により、昭和

54年 12月に払い出されたことが確認でき、当該払出時点で、申立期間の保険

料を納付するには、過年度納付及び当時実施されていた第３回特例納付による

以外にないが、申立人及び申立人の兄は、「父親が保険料を遡って納付してく

れたことを聞いたことは無い。」としていることから、申立期間の保険料が過

年度納付及び特例納付によって納付されたとは考えにくい。 

   さらに、申立人は、自身が所持する年金手帳の「初めて被保険者となった日」

欄に「昭和 51 年８月１日」と記載されていることから、父親が同日から保険

料を納付してくれていたと主張しているが、当該欄は被保険者期間のみを示し

たものであり、保険料を納付した事実の裏付けとはならない。 



   加えて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名検索によっても、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、申

立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控等）は

無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1304 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年２月から平成元年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 62年２月から平成元年８月まで 

「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、厚生年金保

険及び国民年金の加入期間が無いことに気付いた。改めて年金の加入記録

を照会したところ、厚生年金保険の記号番号が判明して記録が統合された

が、国民年金の加入記録は確認できなかったとの回答を受け取った。 

母は、申立期間当時、大学生が国民年金の任意加入者であることを知っ

ていたが、将来のことを考えて私が 20歳を過ぎた頃、Ａ市役所Ｂ地区事務

所（現在は、Ａ市Ｃ区役所Ｄ出張所）において国民年金の加入手続を行い、

保険料を納付してくれた。 

申立期間が国民年金に未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「20 歳を過ぎた頃に母親がＡ市役所Ｂ地区事務所において国民年

金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれた。国民年金の記号番号

が記載された年金手帳を平成９年以降に勤務していた職場（Ｅ県立高等学校）

に提出、又は基礎年金番号通知書を受け取った際の回答と一緒に送付した。」

と主張している。しかし、Ｅ県教育庁では、「学校の事務担当者が年金手帳を

回収することは無かったと思う。」と回答している上、日本年金機講Ｆブロッ

ク本部Ｇ事務センターでは、「基礎年金番号通知書を送付した際、複数の年金

手帳（記号番号）を所持している方からは、返信はがきによりその旨を連絡し

ていただいていたが、それに年金手帳を添付してもらうことは無かったと思

う。」と回答していることから、申立人が現在所持する年金手帳以外の手帳を

所持していた事実を確認できない。 

また、オンライン記録により、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出され



た形跡は見当たらないことから、申立期間は国民年金の未加入期間であり、納

付書が発行されず保険料を納付することができなかったと考えられる。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1305 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年２月から平成６年６月までの国民年金の付加保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 46年２月から平成６年６月まで 

    ｢ねんきん定期便｣が送付されたので記録を確認したところ、申立期間の付

加保険料は未納となっていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会した

ところ、申立期間の付加保険料の納付事実が確認できなかったとの回答を受

け取った。 

国民年金の加入手続は、私が 20 歳になったときに母が行った。その際、

母が付加年金の加入手続も同時に行い、付加保険料も含め納付してきたと聞

いている。 

申立期間の付加保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、昭

和 48年 12 月 28日に払い出されていることが確認でき、特殊台帳及びＡ町役

場（現在は、Ｂ市役所Ａ支所）作成の国民年金被保険者名簿（紙台帳）により、

申立期間のうち 47年３月以前の定額保険料は第２回特例納付、47年４月から

49 年３月までの定額保険料は過年度納付されていることが確認でき、これら

の期間の付加保険料を遡って納付することはできない。 

   また、オンライン記録及びＢ市役所作成の国民年金被保険者名簿（電算）に

より、申立人が最初に付加保険料の納付申出を行ったのは、申立期間後の平成

６年７月 19 日であることが確認できることから、申立期間の付加保険料を遡

って納付することはできない。 

   さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の保険料納付に直接関

与しておらず、申立人の保険料納付を行ったとする母親から当時の詳しい状況

を聴取することはできなかった。 



   加えて、申立期間の付加保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金の付加保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



新潟厚生年金 事案 1440 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 22年４月１日から 23年９月 15日まで 

             ② 昭和 24年５月 16日から 27年４月 30日まで 

 「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

 申立期間①はＡ社（現在は、Ｂ社Ｃ工場）に勤務し、申立期間②は同社の

子会社であるＤ社又はＥ事業所に勤務し、いずれも給与から厚生年金保険料

が控除されていたので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「Ａ社に勤務した。」と申し立てているが、

申立人が氏名を記憶している元同僚３人のうちの１人は、「私は、戦争が終

了する前にＡ社の下請会社であるＦ事業所（その後、Ｇ社に改称。）に入社

した。入社したのは自分の方が先であるが、申立人もＦ事業所に勤務してい

た。」としていることから、当該期間における申立てに係る事業所はＦ事業

所であったことがうかがえる。 

    しかしながら、Ｆ事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和

36年８月 10日であり、当該期間においては適用事業所となっていないこと

が確認できる。 

また、Ｆ事業所は、昭和 44年５月 21日には適用事業所ではなくなってい

ることがオンライン記録により確認でき、同社の事業主は既に亡くなってい

る上、Ｂ社Ｃ工場は、「申立期間①当時、申立人が在籍していたかどうかは

不明である。」と回答していることから、申立人の当該期間における保険料

の控除及び勤務実態について確認することができない。 



    さらに、オンライン記録により、申立人は、申立期間①後の昭和 23年 10

月 16日から 24年４月１日まで、Ａ社Ｃ支社で厚生年金保険に加入していた

ことが確認できる上、上記元同僚３人のうちの１人は、23 年７月１日から

同社Ｃ支社で厚生年金保険に加入していたことが確認できることから、同社

Ｃ支社についても調査したものの、当該元同僚は、「私は、戦争が終了する

前から勤務していた。」としていること、及び申立人と同様に、23 年 10 月

16日から 24年４月１日までの間にＡ社Ｃ支社で厚生年金保険に加入し、資

格喪失後、同日にＤ社で厚生年金保険に加入したことがオンライン記録によ

り確認できる元従業員は、「自分もＦ事業所に勤務していたが、勤務を開始

した当初は厚生年金保険には加入していなかった。」と証言していることな

どを総合的に判断すると、申立期間①当時、Ｆ事業所の従業員は、Ａ社Ｃ支

社で厚生年金保険に加入していたものの、採用と同時には加入していなかっ

たことがうかがえる。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、「Ｄ社又はＥ事業所に勤務した。」と申し

立てているが、上記のとおり、申立人が氏名を記憶している元同僚の一人は、

自身と申立人はＦ事業所に勤務していたとしていることから、当該期間に係

る事業所はＦ事業所であったことがうかがえる。 

    しかしながら、オンライン記録により、昭和 23年７月１日から 24年４月

１日までの間にＡ社Ｃ支社で厚生年金保険に加入していたことが確認でき

る上記元同僚は、申立人と同様に、24 年４月１日からＤ社で厚生年金保険

に加入していたことが確認できることから、当時、Ｆ事業所の従業員は、同

日以降はＤ社で厚生年金保険に加入していたことがうかがえるところ、当該

元同僚は、「申立人は、Ｆ事業所にそんなに長い期間は勤務していなかった

と思う。」と証言している。 

    また、Ｄ社は昭和 39 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っていることがオンライン記録により確認でき、事業主も既に亡くなってい

ることから、申立期間②に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況等につ

いて確認することができない。 

    さらに、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、

申立人が被保険者資格を取得した昭和 24 年４月１日と同一日に資格を取得

した元女性従業員が 40 人確認できるところ、照会することのできた４人の

うちの１人が、「申立人と一緒に勤務していた。」としているが、当該従業員

の被保険者資格喪失日は、申立人と同時期の同年４月 28 日であることが確

認できる。 

    加えて、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申

立期間②において申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落も無い。 

 



  ３ このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1441 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 48年 12月５日から 49年３月１日まで 

 「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社Ｂ営業

所に勤務した期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となってい

ないことが分かった。 

私は、昭和 48年 12月５日にＡ社Ｂ営業所に入社したが、厚生年金保険被

保険者資格の取得日は 49年３月１日になっている。 

調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する社員名簿から、申立人は、申立期間において同社Ｂ営業所に

勤務していたことが確認できる。 

   しかしながら、Ａ社が保管する申立人に係る「健康保険厚生年金保険被保険

者資格取得確認および標準報酬決定通知書」から、同社Ｂ営業所は、申立人の

資格取得日を昭和 49 年３月１日として、同年４月６日に社会保険事務所（当

時）に届け出たことが確認できるところ、同社は、「申立期間の保険料を給与

から控除していない。」と回答している上、同社の総務担当従業員は、「保管し

ている『健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知

書』を見ると、申立人の資格取得日を昭和 49年３月１日として届け出ている。

したがって、申立期間の保険料は給与から控除していないし、社会保険事務所

に対して納付もしていないと思う。」旨証言している。 

   また、オンライン記録から、Ａ社Ｂ営業所において、昭和 42年から 55年ま

での間に厚生年金保険被保険者資格を取得したことが確認できる従業員のう

ち、新規採用者及び中途採用者 14人（申立人を除く。）について調査したとこ

ろ、雇用保険の加入記録を確認できなかった１人を除く 13 人はいずれも、雇



用保険と厚生年金保険の被保険者資格の取得日が一致していることから、申立

期間当時、当該事業所は、従業員を雇用保険と厚生年金保険に同時に加入させ

ていたことがうかがえ、申立人についても、雇用保険の被保険者資格取得日は

厚生年金保険の被保険者資格取得日と同一日の 49年３月１日である。 

   さらに、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1442 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 35年８月１日から 39年３月１日まで 

    「『脱退手当金を受け取られたかどうか』のご確認について」が送付され

たので記録を確認したところ、申立期間が脱退手当金支給済期間であること

が分かった。 

    私は脱退手当金を受給した記憶が無いので、調査の上、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の

支給を意味する「脱」の表示が記載されているとともに、申立期間の脱退手当

金は、支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約

４か月後の昭和 39年６月 25日に支給決定されているなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

   また、申立人は、「出産のためにＡ社を退職した際、脱退手当金を受け取っ

た記憶は無いが、出産一時金を受け取った記憶はある。受け取った時期は、昭

和 39年の５月か６月頃だった。」としているところ、上記被保険者原票の裏面

には、健康保険法による分娩及び育児に係る給付金が支給された記載があり、

その処理年月日は「39.４.16」とされていることが確認でき、同被保険者原票

における「脱」の表示の横にも「39.４.16」と日付が記載されていることから、

分娩及び育児に係る給付金と脱退手当金の請求が同時に行われ、これらを同時

に受給した可能性が高いものと考えられる。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1443 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年８月１日から平成 14年５月１日まで 

    遺族年金を請求する際に、Ａ社で勤務した申立期間の標準報酬月額が、実

際に支給されていた給与額よりも低額となっていることが判明した。 

    その後、「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、や

はり申立期間に係る標準報酬月額は、実際に支給されていた給与額よりも

低額となっていた。 

    Ａ社に入社した当初から、国（厚生労働省）の記録よりも高額の給与が支

給されていたと記憶しており、申立期間当時の給料支払明細書を一部所持

しているので、調査の上、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほし

い。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改

定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれ

に基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

申立人は、申立期間のうち、一部の期間について給料支払明細書を所持し

ているところ、当該明細書から、申立人に対しては、オンライン記録を上回

る標準報酬月額 53 万円ないし 62 万円に相当する給与が支給されていたこと



が確認できる一方で、当該明細書から確認できる厚生年金保険料控除額に見

合う標準報酬月額は 28 万円ないし 32 万円であり、その額は、オンライン記

録と一致又はこれよりも低額であることが確認できる上、明細書を所持して

いない期間については、申立人の申立てどおりの給与の支給額及び厚生年金

保険料の控除額を確認することができない。 

   また、Ａ社は、「従業員の希望により、給与から控除する厚生年金保険料を

低額にするため、報酬月額を実際よりも低額にして届け出ていた。したがっ

て、申立人の申立てどおりの厚生年金保険料を控除していない。」と回答して

いる上、オンライン記録から、現在も同社に勤務していることが確認できる

従業員３人は、いずれも同様の回答をしている。 

   このほか、申立人の申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 63年２月１日から平成６年 12月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社で厚生

年金保険被保険者であった期間のうち、申立期間の標準報酬月額が給与額よ

りも低額になっていることが分かった。 

    国（厚生労働省）の記録では、申立期間の標準報酬月額は 20 万円となっ

ているが、給与を 20 万円に減額した記憶は無く、申立期間当時の標準報酬

月額は 24 万円になると思うので、調査の上、申立期間の標準報酬月額の記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、Ａ社

の商業登記簿から、申立期間当時、同社の代表取締役であったことが確認でき

る申立人は、「Ａ社は既に解散しており、当時の関係資料は保管していない。」

としている上、申立人自身も、当時の給与明細書等を所持していないことから、

申立てどおりの給与の支給額及び保険料控除額について確認することができ

ない。 

   また、上記のとおり、申立人は、Ａ社の代表取締役であり、「申立期間当時、

給与額など会社の業務全般を決定処理していた。また、社会保険労務士事務所

が作成した厚生年金保険関係書類の内容を確認し、押印していたと思う。」と

証言している。 

   このほか、申立人が申立期間においてその主張する標準報酬月額に相当する

厚生年金保険料を給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 



   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間について、厚生年金保険

被保険者として、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

なお、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判

断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申

立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないこと

を知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の

対象とすることはできない旨規定されている。 

仮に、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることができたと

しても、申立人は、申立期間当時、上記のとおり、特例法第１条第１項ただし

書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る

状態であったと認められる場合」に該当すると認められることから、当該期間

については、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1445 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 31年３月 28日から 36年８月 11日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

脱退手当金支給済期間となっていることが分かった。 

    当時は脱退手当金の制度も知らず、受給した記憶は無いので、申立期間を

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日から４か月後の昭和36年12月５日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿におい

て、被保険者整理番号が申立人の前後各 50 番以内の被保険者のうち、申立人

が資格喪失した日の前後２年以内に資格喪失した脱退手当金受給資格者 40 人

の支給記録を調査したところ、当該 40 人の全てについて、資格喪失日から６

か月以内に脱退手当金の支給決定がなされているとともに、連絡先が判明した

３人はいずれも、「請求手続を事業所に代行してもらった。」と証言している上、

同社の後継企業であるＣ社も、「当時は、退職する従業員に係る脱退手当金の

請求手続を代行しており、申立人についても、代行したものと考えられる。」

旨回答していることを踏まえると、申立人についても代理請求がなされた可能

性が高いと考えられる。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1446 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  :  男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日  : 昭和 21年生 

住    所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 平成７年 10月１日から 10年１月１日まで 

             ② 平成 10年１月１日から 11年１月１日まで 

             ③ 平成 11年１月１日から 12年３月１日まで 

 「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、私が所持している給与支払明

細書の給与額と相違していることが分かった。 

申立期間当時の給与明細書を所持しているので、調査の上、申立期間に係

る標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間①から③の標準報酬月額の相違について申し立ててい

るが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づく記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

 

  ２ 申立期間①のうち、平成９年 10月１日から 10年１月１日までの期間につ

いて、申立人は、９年 10月から同年 12月までの給与明細書を所持している

ところ、当該給与明細書から、申立人に対しては、オンライン記録を上回る

標準報酬月額 44 万円に相当する給与が支給されていたことが確認できるが、

当該明細書に記載されている厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額

は、オンライン記録における標準報酬月額と一致している。 



    また、申立期間①のうち、平成７年 10月１日から９年 10月１日までの期

間について、Ａ社は、「資料が保管されてないため、保険料控除額について

は不明である。」と回答している上、申立人は、当該期間に係る給与明細書

等を所持していないことから、申立てどおりの給与の支給額及び厚生年金保

険料の控除額について確認することができない。 

 

  ３ 申立期間②について、申立人は当該期間の給与明細書を所持しているとこ

ろ、当該給与明細書から、申立人に対しては、オンライン記録を上回る標準

報酬月額 44 万円に相当する給与が支給されていたことが確認できるが、当

該明細書に記載されている厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録における標準報酬月額と一致している。 

 

  ４ 申立期間③のうち、平成 11年１月１日から 12年１月１日までの期間及び

同年２月１日から同年３月１日までの期間について、申立人は 11 年１月か

ら同年12月までの期間及び12年２月分の給与明細書を所持しているところ、

当該給与明細書から、申立人に対しては、オンライン記録を上回る標準報酬

月額44万円ないし47万円に相当する給与が支給されていたことが確認でき

るが、当該明細書から確認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月

額は、オンライン記録における標準報酬月額と一致している。 

    また、申立期間③のうち、平成 12 年１月１日から同年２月１日までの期

間について、Ａ社は上記のとおり回答している上、申立人は、当該期間に係

る給与明細書等を所持していないことから、申立人の申立てどおりの給与の

支給額及び厚生年金保険料の控除額について確認することができない。 

 

  ５ Ａ社はＢ厚生年金基金に加入しているところ、当該基金が保管する申立期

間①から③に係る厚生年金基金加入員給与月額算定基礎届における申立人

の標準報酬月額は、オンライン記録と一致している。 

    また、オンライン記録において、いずれの申立期間についても、申立人の

標準報酬月額に遡及訂正等の不自然な処理は見当たらない。 

    このほか、申立人の申立期間①から③についても、申立人の主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は厚生年金保険被保険者として、申立期間①から③について、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1447 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年９月１日から 33年６月 26日まで 

 「『脱退手当金を受け取られたかどうか』のご確認について」が送付され

たので記録を確認したところ、申立期間が脱退手当金支給済期間となってい

ることが分かった。 

 脱退手当金の制度も知らず、受給した記憶は無いので、調査の上、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間に係る脱退手当金は、その支給対象期間について、支給額に計算上

の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月

半後の昭和 33年９月 18日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

 また、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿におい

て、申立人が記載されているページとその前後３ページに記載されている脱退

手当金受給資格者 64 人の支給記録を調査したところ、支給記録がある被保険

者は 23人であることが確認でき、オンライン記録から、このうちの 22人の脱

退手当金はいずれも、資格喪失日から６か月以内に支給決定されたことが確認

できるとともに、当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立

人についてもその委任に基づき事業主による代理請求が行われた可能性が高

いものと考えられる。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1448 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成５年 11月１日から７年 10月１日まで 

「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社（現在

は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、所持し

ている平成５年度の新賃金表の給与額に基づく標準報酬月額と異なってい

ることが分かった。 

当時の市民税・県民税特別徴収額通知書等を提出するので、調査の上、申

立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「Ａ社に勤務していたときに会社から受け取った平成５年度の新

賃金表の金額と比べて、申立期間の標準報酬月額が余りにも低くなっているの

で、間違って記録されているのではないか。」と申し立てているが、Ｂ社は、

「申立人は、平成＊年＊月＊日に 55歳に到達したことから、就業規則により、

翌月の同年８月から役職手当を除く給与額が従前の 85 パーセントとなってい

る。」と回答しているところ、同社が保管する「55歳を超えた者の新賃金表」

において、申立人の給与は平成５年度が 47万 4,080円、６年度が 47万 9,940

円と記載されており、申立人のオンライン記録における申立期間の標準報酬月

額 47万円と符合していることが確認できる。 

   また、申立人が所持する平成７年５月の給料明細書で確認できる厚生年金保

険料控除額に基づく標準報酬月額は、オンライン記録と一致している上、申立

人が所持する申立期間に係る市民税・県民税特別徴収額通知書の「社会保険料」

欄に記載されている金額は、オンライン記録の標準報酬月額に見合う厚生年金

保険料額、健康保険料額及び雇用保険料額の合計額にほぼ一致している。 



   さらに、申立人がＡ社で厚生年金保険の被保険者資格を取得した昭和 36 年

４月 1日前後の 35年４月１日から 39年４月１日までの期間に同社において厚

生年金保険被保険者資格を取得した従業員 12 人（途中退職者８人を除く）の

うちの 10人の標準報酬月額は、申立人と同様に満 55歳に到達した月から４か

月目の随時改定により低額になっていることがオンライン記録から確認でき

ることから、申立人の標準報酬月額のみが他の従業員の取扱いと異なり低額で

あるという事情は見当たらない。 

   加えて、Ｃ健康保険組合が保管する「適用台帳」の標準報酬月額は、オンラ

イン記録と一致していることが確認できるほか、オンライン記録において、申

立期間について、申立人の標準報酬月額に遡及訂正等の不自然な処理は見られ

ない。 

   このほか、申立人の申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1449 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 38年 12月 24日から 39年３月１日まで 

「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないこと

が分かった。 

 私は、転職する際、次の会社を決めてから退職しており、Ａ社には、昭和

39 年２月末まで勤務したと記憶しているので、調査の上、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間中も引き続き、Ａ社に勤務していた。」と申し立ててい

るところ、雇用保険の記録から、申立人は、申立期間の始期である昭和 38 年

12月 24日にＢ社において雇用保険に加入したことが確認でき、当該加入日と

Ａ社における申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日が一致していること

から、申立人は、申立期間において、Ｂ社に勤務していたことがうかがえる。 

 また、申立期間当時、申立人がＢ社で厚生年金保険に加入していた可能性

が否定できないことから、同社を調査したものの、同社は既に解散している上、

元代表取締役は、「申立人は、当社に在籍していたが、会社が閉鎖され書類も

無く、申立人が入社した当時の責任者及び担当者も亡くなっているため、在籍

期間等については不明である。」と回答していることから、申立人の申立期間

における勤務実態及び厚生年金保険への加入状況等について確認することが

できない。 

さらに、申立人は、Ｂ社勤務当時の同僚４人の名字を挙げているところ、同

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、当該４人と同一の名字

の被保険者が確認できるが、このうちの３人の厚生年金保険被保険者資格の取



得日は雇用保険被保険者資格の取得日より５か月ないし１年１か月後である

ことが確認できることから、同社では、従業員を必ずしも採用と同時に厚生年

金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

加えて、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

     これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1450 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ：  昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 48年４月 15日から同年６月 21日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    申立期間は、知人の紹介でＡ市にあるＢ事業所（現在は、Ｃ団体）に勤務

していたので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間は、知人の紹介でＢ事業所に勤務していた。」と申し立

てているところ、オンライン記録から、申立期間当時、同事業所において厚生

年金保険に加入していたことが確認できる元職員のうちの二人は、「時期は特

定できないが、申立人は、１か月ないしは２か月程度の短期間に勤務してい

た。」と証言していることから、期間は特定できないものの、申立人が、同事

業所に勤務していたことがうかがえる。 

   しかしながら、Ｃ団体は、「社会保険関係の届出書や社会保険事務所（当時）

の確認通知書及び職員名簿を点検したが、申立人の氏名は確認できなかった。」

と回答している上、上記元職員のうちの一人は、「当時は職種Ｄの出入りが激

しく、職員の身分の扱いは職種Ｄ長が直接管理していたので、どのような取扱

いであったかは不明である。」と証言していることから、申立人の勤務実態及

び厚生年金保険料の控除等について確認することができない。 

   また、上記元職員のうちの別の一人は、「申立期間当時、職種Ｄは引っ張り

だこで、短期間で退職する人が多かったことから、職種Ｄ長が、『ちょっと様

子を見る。』と言っていたことを記憶している。」と証言しているところ、オン

ライン記録から、申立期間を含む昭和 47年４月１日から 49年８月 26日まで



の期間において、Ｂ事業所で厚生年金保険に加入していたことが確認できる元

職員は 10 人であることが確認できるが、その被保険者期間はいずれも５か月

を超える期間であることから、勤務期間を約２か月としている申立人は、厚生

年金保険の加入対象者となる前に同事業所を退職したことがうかがえる。 

   さらに、Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立期間

において申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落も無いことから、

申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたものとは考え難い。 

   加えて、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1451 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 48年４月 10日から 49年７月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 48年４月 10日から 49年７月１日までの間、公共職業安定

所の紹介により、Ａ県Ｂ市Ｃ区に所在するＤ社に事務員として勤務した。」と

申し立てているところ、雇用保険の加入記録から、申立人は、昭和 48 年４月

16日から 49年 10月 31日までの間、いずれかの事業所に勤務していたことが

確認できる。 

   また、申立人は、Ｄ社の代表取締役、取締役のうちの一人及び上司のうちの

一人の氏名を挙げているところ、同社の商業登記簿において、当該代表取締役

及び取締役の氏名が確認できる上、当該上司の子息は、「父は既に亡くなって

いるが、昭和 38年４月頃から 49年３月頃まで同社に勤務していた。」と証言

しており、申立人が氏名を挙げた元同僚の一人も、「私は、同社に勤務してい

た。申立人のことを覚えており、１年半くらい勤務していたと思う。」と証言

していることから、申立人が申立期間において同社に勤務していたことがうか

がえる。 

   しかしながら、オンライン記録において、Ａ県Ｂ市に所在するＤ社という名

称の厚生年金保険適用事業所は確認できないことに加え、上記代表取締役の妻

は、「夫は既に亡くなっている上、同社は、昭和 55年９月 15日に倒産し、申

立期間当時の資料は処分した。申立期間当時には国民健康保険と国民年金に加

入していた。」と証言しているところ、オンライン記録から、当該代表取締役



は、申立期間中、国民年金に加入し保険料を納付していたことが確認できる上、

上記元取締役及び元同僚も同様に、国民年金に加入し保険料を納付していたこ

とが確認できる。 

   また、申立人の夫のＥ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録か

ら、申立人は、昭和 48年４月 26日から、夫の被扶養者となっていたことが確

認できる上、申立期間中である 49 年＊月＊日に出産した長女に係る配偶者分

娩費及び育児手当金を受給したことが確認できる。 

   さらに、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


